
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度決算に係る 

大田原市普通会計財務書類４表 

（総務省方式改訂モデル） 

  



平成 28 年度決算に係る普通会計財務書類４表の概要 

 

１ 貸借対照表 

年度末における資産、負債等の状況を表した財務状況報告書 

⇒これまでの行政活動によって形成された道路、建物、土地などの資産と、

その資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したもの 

 
 

【資産の部】 

資産合計    1,288 億 7,056 万円 

○有形固定資産   1,185 億 8,878 万 8 千円 

⇒道路・河川・学校等の施設整備のために投資したもの 

○売却可能資産      1 億 2,229 万 1 千円 

⇒公売予定地及び野崎地区土地区画整理事業保留地の売却可能価格 

○投資等      73 億 6,451 万 9 千円 

⇒大田原市水道事業、市関連財団法人等への出資金、貸付金、特定目的

基金等及び地方税等の長期延滞債権 

○流動資産      27 億 9,496 万 2 千円 

⇒財政調整基金、減債基金、歳計現金及び地方税等の未収金 

 

【負債の部】 

負債合計      364 億 5,807 万 4 千円 

○固定負債     325 億 6,052 万 1 千円 

⇒翌々年度以降償還予定地方債残高、退職手当引当金等 

○流動負債      38 億 9,755 万 3 千円 

⇒翌年度償還予定地方債残高、賞与引当金等 

 

【純資産の部】 

純資産合計     924 億 1,248 万 6 千円 

○公共資産等整備国県補助金等  235 億 1,046 万 4 千円 

○公共資産等整備一般財源等   849 億 8,765 万円 

○その他一般財源等   △160 億 6,183 万 2 千円 

○資産評価差額       △2,379 万 6 千円 

⇒翌年度以降の負担額のうち、160 億 6,183 万 2 千円については、使途が

すでに拘束されている。 

  



２ 行政コスト計算書 

会計年度内に提供した行政サービスに要したコストと、その財源である負

担金や使用料などの収入を明らかにしたもの 

⇒人的なサービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービ

スの活動実績をコストという側面から把握したもの 

 
 

【経常行政コスト】  291 億 804 万 3 千円 
 

○人にかかるコスト   47 億 9,108 万 8 千円（構成比 16.5％） 

⇒人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額 
 

○物にかかるコスト   91 億 2,530 万 2 千円（構成比 31.3％） 

⇒物件費、維持補修費、減価償却費 
 

○移転収支的なコスト  148 億 6,345 万 2 千円（構成比 51.1％） 

⇒社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額、他団体への公共資産整

備補助金等 
 

○その他コスト    3 億 2,820 万 1 千円（構成比 1.1％） 

⇒支払利息、回収不能見込計上額等 

 
 

【経常収益】    9 億 3,933 万 8 千円 

⇒保育所保育料、市営住宅使用料等 

 

 

【差引純経常行政コスト】  281 億 6,870 万 5 千円 

⇒市税、地方交付税及び補助金等といった一般財源等で賄わなければならな

いコスト 

  



３ 純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部について、会計年度内の動きを表すためのもの 

⇒公共資産整備及び行政コストに対する財源投入や、国県補助金や市税等の

収入により、貸借対照表の純資産がどのように増減したかを表したもの 

 
 

【純経常行政コスト】    △281 億 6,870 万 5 千円 

【一般財源】      198 億 5,610 万 8 千円 

【補助金等受入】       72 億 5,652 万円 

⇒純経常行政コストに対して、一般財源等が 10 億 5,607 万 7 千円不足して

いる。 

 

【臨時損益】         7,008 万円 

⇒災害復旧事業費や公共資産除売却損益など、臨時的なコストや収入が発生

している。 

 

【科目振替】 

○公共資産整備への財源投入        △9 億 8,817 万 8 千円 

⇒一般財源を公共資産等整備の財源として拘束 
 

○公共資産処分による財源増       1,459 万 9 千円 

⇒公共資産の処分により一般財源へ 
 

○貸付金・出資金等への財源投入         △6 億 4,945 万 6 千円 

⇒一般財源を貸付金、出資金等の財源として拘束 
 

○貸付金・出資金等の回収等による財源増    9 億 2,262 万 8 千円 

⇒貸付金等の回収により一般財源へ 
 

○減価償却による財源増      39 億 6,711 万 5 千円 

⇒公共資産の減価償却に伴い、減価償却費分を一般財源へ 
 

○地方債償還に伴う財源振替    △27 億 4,481 万 7 千円 

⇒公共資産等整備の財源として発行した地方債の元金償還に伴い、一般財

源を公共資産整備の財源として拘束 

 

  



４ 資金収支計算書 

行政活動を歳計現金（資金）の流れからみたものであり、会計年度内にお

ける資金の増減を表したもの 

⇒「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」

の３つの区分から行政活動別の資金収支を表したもの 

 
 

【経常的収支】      50 億 1,627 万 5 千円 
 

○支出合計    236 億 6,968 万 5 千円 

主な支出 

人件費      48 億  917 万 1 千円 

物件費      48 億 6,794 万 3 千円 

社会保障給付     61 億 3,429 万 8 千円 

補助金等     47 億 2,061 万 9 千円 
 

○収入合計    286 億 8,596 万円 

主な収入 

地方税     104 億 3,209 万 4 千円 

地方交付税     70 億 7,037 万円 

国県補助金等     57 億 6,466 万 3 千円 

地方債発行額     13 億 8,550 万円 

 
 

【公共資産整備収支】    △9 億 8,206 万 1 千円 
 

○支出合計     50 億 5,390 万 1 千円 

主な支出 

公共資産整備支出    44 億 7,954 万 3 千円 
 

○収入合計     40 億 7,184 万円 

主な収入 

国県補助金等     14 億 9,185 万 7 千円 

地方債発行額     24 億 6,310 万円 

  



【投資・財務的収支】   △42 億 3,251 万 5 千円 
 

○支出合計     53 億 7,900 万 6 千円 

主な支出 

貸付金       5 億 7,868 万 4 千円 

基金積立額      2 億 789 万 7 千円 

他会計等への公債費充当財源繰出支出 

       8 億 4,588 万 7 千円 

地方債償還額     37 億 4,640 万 4 千円 
 

○収入合計     11 億 4,649 万 1 千円 

主な収入 

貸付金回収額     6 億 5,391 万 5 千円 

公共資産等売却収入    1 億 4,852 万 5 千円 

 

 

【当年度歳計現金増減額】   △1 億 9,830 万 1 千円 

⇒公共資産整備収支の不足額と投資・財務的収支の不足額は、経常的収支の

黒字額を超えている。 


